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公団の沿革 

昭和 30………… 50 …………………………………… 56 ……………… 平成元 …… 平成 11 ……………… 

                                            （昭 56.10.1 設立）           （平 11.10.1 設立） 

 

  （昭 30.7.25 設立） 

                                            

                                            

            （昭 50.9.1 設立） 

公団の業務 

市街地の整備改善 

   ○都市機能の更新（市街地再開発事業、土地区画整理事業） 

      [みなとみらい２１、さいたま新都心 等（30 地区、約 675ha）] 

   ○居住環境整備（市街地再開発事業、住宅市街地整備総合支援事業等） 

      [晴海一丁目東、大川端 等（172 地区、約 6,945ha）] 

   ○都市整備（ニュータウン開発、研究学園都市の建設） 

      [多摩 NT、関西文化学術研究都市 等（271 地区、約 38,000ha）] 

   ○土地有効利用（細分化土地、工場跡地等の取得、整形化、基盤整備等） 

      [元麻布三丁目、小台一丁目 等（112 地区、約 114ha）] 

   ○防災公園街区整備（市街地の整備改善と一体となった防災公園の整備） 

     ［大洲一丁目 等（10 地区、約 64ha）］ 
 
 

賃貸住宅等の供給、管理等 

   ○賃貸住宅等の供給・管理〔都心居住の推進、ファミリー向け賃貸住宅の供給、管理（管理戸数約
75 万戸、居住者約200 万人）〕 

○賃貸住宅のストック再生・活用事業〔建替え、リニューアル、少子高齢化対応等（建替え事業
（着手）179 団地、約9万1 千戸 等）〕 

○分譲住宅の供給〔撤退に伴う経過措置分についても平成 16年までに大半を完了〕 
       

都市公園の整備 

   ○国営公園の有料施設の設置、管理（15 箇所の国営公園で実施） 

○地方公共団体からの委託に基づく都市公園の建設等（231 箇所） 
 

鉄道の経営 

   ○千葉ニュータウンの鉄道の経営 
 

震災復旧・復興事業（被災市街地復興特別措置法等） 

   ○震災後の復旧支援（応急仮設住宅 1 万戸建設などの復旧支援、被災者受入住宅の確保） 

   ○震災復興事業（３年間で約18,700 戸の住宅を建設、23 地区で復興関連のまちづくり） 

都市基盤整備公団の概要 

日本住宅公団 

宅地開発公団 

住宅・都市整備公団
 

都市基盤整備公団 
 

資料４－１ 



 　　　　 　　　予算（事業費）の推移等

　○予算（事業費）の推移

　○事業区分別の予算（事業費）［前年度比較］
　　　（単位：百万円、倍率）

平成15年度要求 前年度 対前年度比

都市機能
更　　新 70,555 70,057 1.01

居住環境
整　　備 470,202 506,431 0.93

都市整備 319,386 354,940 0.90

土地有効
利　　用 82,278 58,852 1.40

防災公園
街区整備 15,655 11,675 1.34

小計 958,076 1,001,955 0.96

393 666 0.59

958,469 1,002,621 0.96

鉄道勘定 317 416 0.76

958,786 1,003,037 0.96
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